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国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除

地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
い
て
特
定
建
物
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除

特
定
の
地
域
に
お
い
て
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除

認
定
地
方
公
共
団
体
の
寄
附
活
用
事
業
に
関
連
す
る
寄
附
を
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除

特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除

雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除

法
人
税
等
の
額
か
ら
控
除
さ
れ
る
特
別
控
除
額
の
特
例

退
職
年
金
等
積
立
金
に
対
す
る
法
人
税
の
課
税
の
停
止
措
置
の
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
租
税
特
別
措
置
法
第
六
八
条
の
四
関
係
）

次
に
掲
げ
る
租
税
特
別
措
置
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特
例（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
二
条
の
三
の
二
及
び
第
六
八
条
の
八
関
係
）

沖
縄
の
特
定
地
域
に
お
い
て
工
業
用
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除
（
租
税
特
別
措
置
法
第

四
二
条
の
九
及
び
第
六
八
条
の
一
三
関
係
）

関
西
文
化
学
術
研
究
都
市
の
文
化
学
術
研
究
地
区
に
お
け
る
文
化
学
術
研
究
施
設
の
特
別
償
却
（
租
税
特

別
措
置
法
第
四
四
条
及
び
第
六
八
条
の
一
九
関
係
）

共
同
利
用
施
設
の
特
別
償
却
（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
四
条
の
三
及
び
第
六
八
条
の
二
四
関
係
）

特
定
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却
に
お
け
る
半
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
係
る
措
置
、
離

島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
係
る
措
置
、
奄
美
群
島
に
係
る
措
置
及
び
振
興
山
村
に
係
る
措
置
（
租
税
特
別
措

置
法
第
一
二
条
、
第
四
五
条
及
び
第
六
八
条
の
二
七
関
係
）

医
療
用
機
器
の
特
別
償
却
（
租
税
特
別
措
置
法
第
一
二
条
の
二
、
第
四
五
条
の
二
及
び
第
六
八
条
の
二
九

関
係
）

沖
縄
の
認
定
法
人
の
課
税
の
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
第
六
〇
条
及
び
第
六
八
条
の
六
三
関
係
）

農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
制
度
の
適
用
期
限
を
一
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
二
四

条
の
二
、
第
六
一
条
の
二
及
び
第
六
八
条
の
六
四
関
係
）

次
に
掲
げ
る
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
、
所
要
の
経
過
措
置
を
講
じ
た
上
、
廃
止
す
る
こ
と
と
し
た
。

サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
の
割
増
償
却
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
一
四
条
、
第
四
七
条
及
び

第
六
八
条
の
三
四
関
係
）

特
定
事
業
再
編
投
資
損
失
準
備
金
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
五
五
条
の
三
及
び
第
六
八
条
の
四
三
の
三
関

係
）

会
社
単
位
の
合
算
課
税
制
度

イ

合
算
対
象
と
な
る
外
国
関
係
会
社

会
社
単
位
の
合
算
課
税
制
度
に
お
け
る
適
用
除
外
基
準
を
同
制
度
の
発
動
基
準
（
以
下
「
経
済
活
動
基

準
」
と
い
う
。）に
改
め
、
次
の

か
ら

ま
で
に
掲
げ
る
外
国
関
係
会
社
（
以
下「
特
定
外
国
関
係
会
社
」

と
い
う
。）及
び
経
済
活
動
基
準
に
係
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
な
い
外
国
関
係
会
社
（
以
下
「
対
象

外
国
関
係
会
社
」
と
い
う
。）を
会
社
単
位
の
合
算
課
税
の
対
象
と
す
る
。

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
外
国
関
係
会
社

そ
の
主
た
る
事
業
を
行
う
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
事
務
所
等
の
固
定
施
設
を
有
し
て
い
る
外
国
関

係
会
社

そ
の
本
店
所
在
地
国
に
お
い
て
そ
の
事
業
の
管
理
、
支
配
及
び
運
営
を
自
ら
行
っ
て
い
る
外
国
関

係
会
社

そ
の
総
資
産
の
額
に
対
す
る
左
記

ロ

か
ら

ま
で
に
掲
げ
る
金
額
に
相
当
す
る
金
額
の
合
計
額

の
割
合
（
左
記

イ
の
外
国
金
融
子
会
社
等
に
該
当
す
る
外
国
関
係
会
社
に
あ
っ
て
は
、
総
資
産
の
額

に
対
す
る
左
記

ロ

に
掲
げ
る
金
額
に
相
当
す
る
金
額
又
は
左
記

ロ

か
ら

ま
で
に
掲
げ
る
金

額
に
相
当
す
る
金
額
の
合
計
額
の
う
ち
い
ず
れ
か
多
い
金
額
の
割
合
）
が
三
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る

外
国
関
係
会
社
（
総
資
産
の
額
に
対
す
る
有
価
証
券
等
の
資
産
の
額
の
合
計
額
の
割
合
が
五
〇
パ
ー
セ

ン
ト
を
超
え
る
外
国
関
係
会
社
に
限
る
。）

租
税
に
関
す
る
情
報
の
交
換
に
関
す
る
国
際
的
な
取
組
へ
の
協
力
が
著
し
く
不
十
分
な
国
又
は
地
域

と
し
て
財
務
大
臣
が
指
定
す
る
国
又
は
地
域
に
本
店
等
を
有
す
る
外
国
関
係
会
社

ロ

外
国
関
係
会
社
が
右
記
イ

又
は

に
該
当
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
等
の
提
出
等
が
な
い

場
合
の
推
定

国
税
当
局
の
当
該
職
員
は
、
内
国
法
人
等
に
係
る
外
国
関
係
会
社
が
右
記
イ

又
は

に
該
当
す
る

か
ど
う
か
を
判
定
す
る
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
内
国
法
人
等
に
対
し
、
期
間
を
定
め
て
、
そ

の
外
国
関
係
会
社
が
右
記
イ

又
は

に
該
当
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
等
の
提
示
又
は
提
出

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
書
類
等
の
提
示
又
は
提
出
が
な
い
と
き
は
、
そ

の
外
国
関
係
会
社
は
右
記
イ

又
は

に
該
当
し
な
い
も
の
と
推
定
す
る
。

３

国
際
課
税

内
国
法
人
の
非
居
住
者
株
主
が
そ
の
内
国
法
人
の
行
っ
た
特
定
株
式
分
配
に
よ
り
交
付
を
受
け
る
外
国
完
全

子
法
人
株
式
の
価
額
に
相
当
す
る
金
額
に
つ
い
て
は
、
配
当
等
と
み
な
さ
れ
る
部
分
の
金
額
を
除
き
、
一
般
株

式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
又
は
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
に
係
る
収
入
金
額
と
み
な
し
て
課
税
す
る
こ

と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
三
七
条
の
一
四
の
三
関
係
）

外
国
金
融
機
関
等
の
債
券
現
先
取
引
等
に
係
る
利
子
等
の
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ

と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
二
条
の
二
及
び
第
六
七
条
の
一
七
関
係
）

特
定
金
融
機
関
等
の
範
囲
に
、
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関
等
を
加
え
る
。

外
国
金
融
機
関
等
の
範
囲
に
、
外
国
に
お
い
て
金
融
商
品
債
務
引
受
業
と
同
種
類
の
業
務
を
行
う
一
定
の

外
国
法
人
を
加
え
る
。

適
用
対
象
と
な
る
所
得
の
範
囲
に
、
特
定
外
国
法
人
が
、
平
成
二
九
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
一
年
三
月

三
一
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
開
始
し
た
振
替
国
債
に
係
る
特
定
債
券
現
先
取
引
に
つ
き
、
特
定
金
融
機
関
等

か
ら
支
払
を
受
け
る
利
子
等
を
加
え
る
。

右
記

の
措
置
は
、
利
子
等
の
支
払
を
受
け
る
特
定
外
国
法
人
が
当
該
利
子
等
を
支
払
う
特
定
金
融
機
関

等
の
国
外
関
連
者
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。

非
課
税
措
置
の
適
用
手
続
等
に
つ
い
て
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

国
外
関
連
者
と
の
取
引
に
係
る
課
税
の
特
例
等
に
係
る
納
税
猶
予
制
度
に
つ
い
て
、
租
税
条
約
の
規
定
に
基

づ
き
国
税
庁
長
官
又
は
当
該
租
税
条
約
の
条
約
相
手
国
等
の
権
限
あ
る
当
局
に
対
し
当
該
租
税
条
約
に
規
定
す

る
申
立
て
を
し
た
場
合
に
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
〇
条
の
三
の

四
、
第
四
一
条
の
一
九
の
五
、
第
六
六
条
の
四
の
二
及
び
第
六
八
条
の
八
八
の
二
関
係
）

内
国
法
人
等
の
特
定
外
国
子
会
社
等
に
係
る
所
得
等
の
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
次
の
見
直
し
を
行
う
こ
と

と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
〇
条
の
四
、
第
四
〇
条
の
五
、
第
四
〇
条
の
七
、
第
四
〇
条
の
八
、
第
六
六

条
の
六
〜
第
六
六
条
の
八
、
第
六
六
条
の
九
の
二
〜
第
六
六
条
の
九
の
四
、
第
六
八
条
の
九
〇
〜
第
六
八
条
の

九
二
及
び
第
六
八
条
の
九
三
の
二
〜
第
六
八
条
の
九
三
の
四
関
係
）

合
算
対
象
と
な
る
外
国
法
人
の
判
定
方
法
等

イ

居
住
者
又
は
内
国
法
人
と
外
国
法
人
と
の
間
に
そ
の
居
住
者
又
は
内
国
法
人
が
そ
の
外
国
法
人
の
残
余

財
産
の
お
お
む
ね
全
部
を
請
求
す
る
権
利
を
有
し
て
い
る
等
の
関
係
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
外
国
法

人
を
外
国
関
係
会
社
の
範
囲
に
加
え
る
と
と
も
に
、
そ
の
居
住
者
又
は
内
国
法
人
を
本
税
制
に
よ
る
合
算

課
税
の
対
象
と
な
る
者
に
加
え
る
。

ロ

外
国
関
係
会
社
が
特
定
外
国
子
会
社
等
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
を
判
定
す
る
た
め
の
租
税
負
担
割
合
基

準
を
廃
止
す
る
。
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